
 各自治体の寄附受入額（約1.3兆円）のうち経費は約5,900億円であり、25％は返礼品等調達費、21％は仲
介サイト業者への手数料と配送に要する経費で占めている

 結果として、寄附先自治体での活用可能額は、寄附額の54％の約6,800億円
 地方交付税を考慮しない場合、地方自治体全体では活用可能額から税額控除額を減じると、▲約1,900億円
程度となる

注 総務省「ふるさと納税に関する現況調査結果（令和７年度実施）」（令和７年７月）、
総務省HP「令和７年度課税における住民税控除額の実績等」より作成
税額控除額については地方税分を掲載（所得税の還付額は含まず）

○返礼品等調達費 3,208億円

○仲介サイト手数料等 1,676億円
○運送費・梱包費 733億円
○決済手数料 218億円

○広告費 66億円

25％25％

寄附者 寄附先自治体

寄附約12,728億円寄附約12,728億円

※クレジットカード等の手数料

約1,080万人

5,701億円

都道府県 区市町村

※返礼品は寄附額の３割以下

活用可能額
6,827億円（寄附額­経費合計）

54％54％

ふるさと納税
自己負担相当額
約216億円 経費約 5,901億円経費約 5,901億円返礼品

21％21％

※交付団体は税額控除額の75％を
地方交付税により措置（約4,463億円）

（活用可能額ー税額控除額）

▲1,883億円

寄附元自治体

8,710億円
税額控除額
8,710億円

3,009億円



注 楽天グループ株式会社HP「ふるさと納税へのポイント付与を禁止する総務省告示の無効確認を求める訴訟の提起について」より作成

注 横浜地方裁判所「所得税更正処分等取消請求事件」判決言渡（令和６年２月14日）より作成



注 総務省「ふるさと納税の指定基準の改正等について」（令和７年６月24日）より作成


